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「主な犯罪被害者相談窓口」
犯罪被害者等の主な相談窓口として、都道
府県・政令指定都市の施策担当／窓口部局
等、警察の被害者相談窓口、全国被害者支援
ネットワーク加盟の民間団体、日本司法支援
センター（法テラス）などがあります（内閣
府HPより）が、平成１９年１２月からは、こ
れらに加え、保護観察所も、主な相談窓口の
一翼を担うこととされました。

保護観察所

更生保護における犯罪被害者等施策

更生保護とは、犯罪や非行をした人の立ち直りを地

域社会の中で援助し、その再犯を防ぐための制度で

す。刑事司法の一環として、社会を保護し、個人と公

共の福祉を増進することが制度の目的であり、犯罪被

害者等の方々に配慮することは、制度の目的に含まれ

ています。

更生保護は、全国８箇所にある地方更生保護委員会

と、全国５０箇所にある保護観察所がその業務を担って

います（「更生保護の組織」：http://www.moj.go.jp

/HOGO/hogo０３．html）。基本計画には、更生保護

が取り組むべき様々なことが規定されたことから、更

生保護の分野においても、平成１９年１２月１日に次の４

つの犯罪被害者等施策が開始されました。

⑴ 意見等聴取制度

⑵ 心情等伝達制度

⑶ 被害者等通知制度

⑷ 相談・支援

このコラムでは、これらの更生保護における犯罪被害者等施策を紹介します。

COLUMN
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　仮釈放や少年院からの仮退院を許すか否かを判断するために地方更生保護委員会が行う審理にお
いて、仮釈放・仮退院に関する意見や、被害に関する心情等を述べることができます。
　聴取した意見等は、地方更生保護委員会において、仮釈放・仮退院を許すか否かの判断に当たっ
て考慮されるほか、仮釈放・仮退院を許す場合には、特別遵守事項（加害者が保護観察中、個別に
守らなければいけない約束事）の決定や保護観察実施上の参考事項の設定の際に考慮されます。

意見等の聴取
　１. 地方更生保護委員会の委員による直接聴取
　２. 地方更生保護委員会の保護観察官による直接録取
　３. 書面の提出
＊希望に応じ、被害者担当保護司等が、あらかじめ相談に応じたり、意見等を聴取する場所に付き
添ったり、そこで同席するなどの支援を行います。

審理結果の通知　　
　意見等を聴取した仮釈放・仮退院の審理の結果については、被害者等通知制度を利用することに
より、知ることができます。

申出の受付　制度の利用には、申出が必要です。

聴取日時等の通知　聴取日時などを通知します。

～手続の流れ～

　被害に関して抱いている心情や被害を受けられた方の置かれている状況、保護観察中の加害者の
生活や行動に関する意見等を聴取し、これを保護観察中の加害者に伝えます。
　保護観察中の加害者に対しては、被害の実情等を直視させ、反省や悔悟の情を深めさせるよう指
導監督を行います。

心情等の聴取
　原則として、被害者担当官が直接心情等を聴取し、その内容を書面にします。
＊希望に応じ、被害者担当保護司等が、相談に応じたり、心情等を述べる場に同席するなどの支援
を行います。

伝達結果の通知
　希望に応じ、伝達の様子などを通知します。

心情等の伝達
　保護観察官が、心情等を聴取した書面を、加害者の面前で朗読します。

申出の受付　制度の利用には、申出が必要です。

聴取日時等の通知　聴取日時などを通知します。

～手続の流れ～

くわしくは、お住まいの都道府県にある保護観察所にお尋ねください。

⑴ 意見等聴取制度

⑵ 心情等伝達制度
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地方更生保護委員会が行う通知

仮釈放等審理の開始

仮釈放等審理の終了

（地方更生保護委員会の名称などを通知）

（審理の結果を通知）

　地方更生保護委員会は、刑事施設からの仮釈放や少年院からの仮退院を許
すか否かの審理の開始に関する事項、審理の結果に関する事項を通知します。

（加害者が仮釈放・仮退院となった場合は、引き続き保護観察所から通知を
行います。）

保護観察所が行う通知

保護観察の開始

保護観察の実施

保護観察の終了

（保護観察所の名称などを通知）

（処遇状況を通知）
（おおむね６か月ごとに通知）

（保護観察の終了年月日などを通知）

　保護観察所は、保護観察の開始に関する事項、保護観察中の処遇状
況に関する事項、保護観察の終了に関する事項を通知します。

犯　

罪　
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⑶ 更生保護における被害者等通知制度

平成１９年１２月から、更生保護官署において、犯罪被害者等の方々の申出に基づき加害者の処

遇状況などを通知することになりました。

―通知希望申出先・通知を受けることができる犯罪被害者等の範囲―

■加害者が刑事処分になった場合

申出先は、加害者に有罪の裁判を言い渡した裁判所に対応する検察庁です。通知を受け

ることができる犯罪被害者等は、①犯罪被害者、②犯罪被害者の親族又はこれに準ずる

者、③①又は②の弁護士である代理人です。

■加害者が保護処分になった場合

申出先は、加害者が少年院送致処分となった場合は少年鑑別所、保護観察処分となった

場合は保護観察所です。通知を受けることができる犯罪被害者等は、①犯罪被害者、②犯

罪被害者の法定代理人、③犯罪被害者が死亡した場合又はその心身に重大な故障がある場

合におけるその配偶者、直系の親族又は兄弟姉妹、④①～③から委託を受けた弁護士で

す。
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◎ 犯罪被害に遭われた方やその親族が利用できます。
◎ 被害の回復等や刑事事件に関する手続への適切な関与のために、

○悩み、不安等を聴く
○関係機関等を紹介し、その利用を助ける
○更生保護における施策等に関する情報を提供する

などの支援が行われます。

更生保護における犯罪被害者等施策を実施す
るに当たり、各保護観察所に、被害者担当官及
び被害者担当保護司を配置しました。担当者
は、その任期中は、加害者の保護観察などを行
わないこととしています。

被害者担当官 ６３名
被害者担当保護司 １０８名

（平成２０年４月現在）保護観察所の面談室

少しでも被害者の方々の役に立てればと
思っていますので、更生保護官署の制度を
ご利用したいときは、お気軽にご相談くだ
さい。

被害者担当保護司

保護観察所で、説明用のリーフレットを配布しています。概要等は、ホームページで
もご覧いただけます。

http://www.moj.go.jp/HOGO/victim.html

⑷ 相談・支援

犯罪被害者等施策の現場から


